
平成30年度 障害福祉サービス事業者等集団指導資料 
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資料９ 



サービス管理責任者等養成研修のカリキュラムの変更 

○サービス管理責任者等 
 研修（法定） 
 ・共通講義 
 ・分野別研修 
  １介護 
  ２地域生活（身体） 
  ３地域生活（知的・精神） 
  ４就労 
  ５児童発達支援管理責任者 

平成３１年度の人材育成研修計画について 

平成３１年度の変更点 
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平成３０年度 

○専門コース別研修（任意） 
 ・介護＋地域生活（身体）＋地域生活（知的・精神） 
 ・就労 
 ・児童発達支援管理責任者 
※毎年受講することも可能 

○基礎研修（法定） 
・共通講義 
・分野別の全分野（介護、地域生活（身体）、地域生活（知
的・精神）、就労、児童発達支援管理責任者）を統一した研修 

平成３１年度 

○更新研修（法定） 
・５年後毎に受講することとされた研修 
・Ｈ３１の対象者はＨ３０までにサービス管理責任者等研修を
修了した方 

○実践研修（法定）（Ｈ３３年度から実施予定） 
・基礎研修を修了後、２年以上の実務を経て受講 



サービス管理責任者 
実務要件 

 

児童発達支援管理 
責任者実務要件 

サービス管理
責任者 

児童発達支援 
管理責任者 
として配置 

現行 

相談支援従事者初任者研修 

講義部分の一部（基礎部分）を
受講 
 
 
 

※３【基礎研修】（新規） 
サービス管理責任者等 
基礎研修 

【実践研修】 
（新規） 

 
 

サービス管 
理責任者等 
実践研修 

※１【一部緩和】 
サービス管理責任者 

実務要件 
 

児童発達支援管理 
責任者実務要件 

サービス管理 

責任者 

児童発達支援 

管理責任者 

として配置 

改定後 

【更新研修】 
（新規） 

 

サービス管 
理責任者等 
更新研修 

 

※５年毎に
受講 
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ＯＪＴ 

※２一部 

業務可能 

【専門コース別研修】（新規） 
 「就労」、「介護、地域生活（身体・知的・精神」、 
「児童発達支援管理責任者」別に研修（任意研修） 

相談支援従事者初任者研修講を受講 
 
 
 
 

サービス管理責任者等研修共通講義及び分野別演習を受講 

サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者研修の 
見直しについて 

平成３１年度からは、サービス管理責任者等
基礎研修に、相談支援従事者初任者研修の

基礎部分を含めて実施します。 



現行 改定後 

※１．実務経験の一部緩和 

○直接支援業務１０年 ○直接支援業務８年 
※上記以外の実務要件は従前どおりとし、サービス 
 管理責任者と児童発達支援管理責任者の実務要件 
 の共通化は行わない。 

○実務経験を満たして研修受講 
 ・相談支援業務 ５年 
 ・直接支援業務 １０年 
 ・有資格者による相談・直接支援 ３年 

○基礎研修は実務要件が２年満たない段階から受講 
 可能。基礎研修修了後２年の実務を経て実践研修 
 を受講 
【基礎研修受講時の実務経験】（現行→改定後） 
 ・相談支援業務 ５年→３年 
 ・直接支援業務 ８年→６年 
 ・有資格者による相談・直接支援 ３年→１年 

※２．配置時の取扱いの緩和 

○研修修了後にサービス管理責任者として配置可能 ○既にサービス管理責任者が１名配置されている場 
 合は、基礎研修修了者を、２人目以降のサービス 
 管理責任者として配置可とするとともに、個別支 
 援計画原案の作成を可能とする。 

※３．研修分野統合による緩和 

○各分野（介護、地域生活（身体）、地域生活（知 
 的・精神）、就労）及び児童発達支援管理責任者 
 別に研修を実施 
○研修を修了した分野のみ従事可能 

○サービス管理責任者の全分野及び児童発達支援管 
 理責任者のカリキュラムを統一し、共通で実施 
○他分野に従事する際の再受講は必要なし 
※平成３０年度までの既修了者は、共通カリキュラ 
 ムの修了者とみなす。 
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＜実務経験＞ 
相談支援業務５年 
（有資格者の場合は３年）以上 
もしくは直接支援業務８年以上 

基礎研修修了後３年間で 
２年以上の実務 

※基礎研修受講後に実務要件を 
  満たした場合を含む。 

①現行研修受講済みの者について 

②基礎研修受講時点で実務要件を満たしている者について 
※Ｈ３１～３３の基礎研修受講者に限る 

サ
ー
ビ
ス
管
理

責
任
者
等
研
修

（ 

旧
体
系
） 

受
講 

基礎研修修了時点において実務要件を満たして
いる場合は、実践研修を修了するまでの３年間
は、サービス管理責任者等とみなす。 

サ
ー
ビ
ス
管
理
責

任
者
等
更
新
研
修 

※

５
年
毎
に
受
講 

H31.4～（新体系移行） 

施行後５年間（H３５年度末まで）は、

更新研修受講前でも引き続きサービ
ス管理責任者等として業務可能。 
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サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者研修の 
見直しに伴う経過措置について 
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研   修   名 募集開始 開催月 

相談支援従事者 

初任者研修 

講義 
（４日間） ４月 

上旬 

６月 

演習 
（２日間） 

７月 

相談支援従事者 

現任研修 

講義・演習 
（３日間） 

５月 

上旬 
７月～ 
９月 

相談支援専門員研修 
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※平成３１年度の募集は、相談支援従事者初任者研修、 
 現任研修ともに１回のみとなりますのでご注意ください。 



サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者研修 
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研   修   名 募集開始 開催月 

サービス管理責任者等 

基礎研修 

（相談支援従事者初任者研修の 

 基礎部分を含む） 

講義（３日間） 

５月下旬 

１０月 

演習（２日間） 
１０月～

１２月 

サービス管理責任者等 

更新研修 
演習（２日間） １０月上旬 

１月～ 

２月 

サービス管理責任者等 

専門コース別研修 

就労（１日間） ４月下旬 ７月 

介護・地域生活 

（１日間） 
９月上旬 １２月 

児童（３日間） １０月上旬 １月 
※基礎研修の講義に、相談支援従事者初任者研修の基礎部分を併せて行 
 います。相談支援従事者初任者研修を受講せずとも、サービス管理責 
 任者等になれるよう研修内容を見直しました。 



居宅介護職員初任者研修等 

研   修   名 募集開始 開催月 

重度訪問介護従業者 

養成研修 

講義・演習・実習 

（３日間） 
５月中旬 

７月～ 

８月 

 

強度行動障がい支援者 

養成研修（基礎研修） 

 

① 
講義・演習 

（２日間） 

６月上旬 

８月～ 

９月 

② 
講義・演習 

（２日間） 
９月 

③ 
講義・演習 

（２日間） 
1０月 

強度行動障がい支援者 

養成研修（実践研修） 

講義・演習 

（2日間） 
８月下旬 １２月 

※同行援護従業者養成研修は、指定研修事業者が実施します。 
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＊研修計画URLはこちらです（４月以降、随時掲載予定です） 
 https://www.pref.gifu.lg.jp/kodomo/shogaisha/horei/11226/index_20940.html 


